
［事案 23-182］ 契約無効確認・既払込保険料返還請求 

・平成 24年７月 27日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

加入時に、募集人から「元本保証で安心である」との誤った説明を受けて申込みをした

として、契約を無効とし、払い込んだ保険料全額の返還を求めて申立てがあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 19 年９月に募集人から「銀行に預けるよりずっと利息がつく」「中途で解約する場

合でも元本は保証されているので安心である」等の説明を受け、一時払保険料 400 万円の

変額個人年金保険に加入したが、元本割れのリスクの説明等がなかったので、契約を無効

として払い込んだ保険料と受領済の解約返戻金との差額を支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

本契約の募集人は、契約締結の前に、パンフレットを用いて、積立金が基本保険金額を

下回る場合があること等を説明し、契約申込時には、特に重要なお知らせを用いて、解約

返戻金は特別勘定の運用実績によって増減することを読み上げて説明しているので、申立

人の請求に応じることはできない。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、申立人が契約締結時において本契約が元本保証の商品であると錯誤(民

法 95 条)したと主張しているものと解し、当事者から提出された申立書、答弁書等の書面

および申立人、募集人からの事情聴取の内容にもとづき審理した結果、下記の理由により

申立内容は認められないことから、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務規程」

第 37条にもとづき、裁定書をもってその理由を明らかにして裁定手続を終了した。 

(1)遅くとも申立人が本契約の申込みをした日以前には、募集人は申立人に対してパンフレ

ットを用いて本契約の説明をしたことが認められる。同パンフレットにおいて、申立人

が選択したコースは、運用期間(10年)満了時には基本保険金額の 90%を保証するもので

あること、契約を途中解約した場合には、解約返戻金には最低保証がなく、一時払保険

料を下回る可能性があることなどが、明記されている。 

(2)本契約の申込日に、申立人は意向確認書に署名捺印しており、また、事情聴取において

申立人は募集人から同確認書の項目の読み上げを受けたことを認めており、同確認書に

よって、申立人が、運用資産が特別勘定で運用され、特別勘定の運用実績に基づいて解

約返戻金等が日々変動することがあることを理解していることが確認されている。 

(3)以上の事実から、申立人が、募集人から、申立契約は元本保証である等の説明を受け、

本契約が元本保証の契約であったとの錯誤に陥っていたものと認めることは困難であ

る。 

(4)仮に、上記の点につき、申立人に錯誤があったと認められるとしても、本契約の申込み

の際パンフレットの記載に従った説明がなされたこと、申立人において少なくとも本契

約の積立金が株で運用されていることについての認識があったこと、意向確認書の内容



も確認の上で署名捺印していること等の事実に鑑みれば、申立人には錯誤したことにつ

いて重大な過失があったと言わざるを得ず、申立人から申立契約の無効を主張すること

はできない。 

 【参考】 
 民法 95条（錯誤） 

 意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。ただし、表意者に重大な過失があったと

きは、表意者は、自らその無効を主張することができない。 

 

 


